
デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会    

「広域大規模災害を想定した放送サービスの維持・確保方策の充実・強化検討チーム」 

開催要綱（案） 

  

１．背景・目的  

 我が国における災害は激甚化、頻発化しており、近年でも平成 28年熊本地震、平成 30

年北海道胆振東部地震、令和２年７月熊本豪雨、令和６年能登半島地震・豪雨等の自然災

害が多く発生し、これらの災害を教訓に対策がなされており、現在も昨年の能登半島地震

等を踏まえた対策が順次進められている。 

他方、令和６年８月に「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）」が初めて発表され

るなど、近い将来、南海トラフ地震をはじめ、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震といっ

た広域大規模災害の発生も懸念されているところ、これまでの取組に加え、このような被

災地域が広範囲に渡る場合を想定し、ローカル局の放送等の必要な地域情報を被災者に届

けられるよう、①放送を維持するための方策や②停波した場合の代替手段の確保、③被災

者の視聴環境の確保等について予め追加的な措置を検討しておくことが必要である。 

以上を踏まえ、検討会の下に本検討チームを開催し、今後の広域大規模災害を想定した

放送サービスの維持・確保方策の充実・強化について、関係事業者等の協力を得つつ、集

中的に検討を行う。 

 

２．名称 

本検討チームは「広域大規模災害を想定した放送サービスの維持・確保方策の充実・強

化検討チーム」と称する。 

  

３．検討項目 

（１）広域大規模災害を想定した放送を維持するための方策 

（２）ローカル局の放送が停波した場合の代替手段の確保 

（３）被災者の視聴環境の確保 

（４）その他 

  

４．構成及び運営 

（１）本検討チームの主査は、検討会座長が指名する。本検討チームの構成員は、主査

が指名する。 

（２）主査は、本検討チームを招集し、主宰する。 

（３）主査は、主査代理を指名することができる。 

（４）主査代理は主査を補佐し、主査が不在のときは主査に代わって本検討チームを招

集し、主宰する。 

資料１－１ 



（５）主査は、必要と認める者を構成員として随時追加することができる。  

（６）主査は、必要に応じ、構成員以外の関係者の出席を求め、意見を聴くことができ

る。 

（７）その他、本検討チームの運営に必要な事項は、主査が定めるところによる。 

  

５．議事の取扱い 

（１）本検討チームの会議は、原則として公開とする。ただし、公開することにより当

事者又は第三者の権利及び利益並びに公共の利益を害するおそれがある場合その他

主査が必要と認める場合については、非公開とする。 

（２）本検討チームの会議で使用した資料については、原則として総務省のホームペー

ジに掲載し、公開する。ただし、公開することにより当事者又は第三者の権利及び

利益並びに公共の利益を害するおそれがある場合その他主査が必要と認める場合に

ついては、非公開とする。 

（３）本検討チームの会議については、原則として議事要旨を作成し、総務省のホーム

ページに掲載し、公開する。 

  

６．その他 

本検討チームの庶務は、情報流通行政局地上放送課、放送技術課、衛星・地域放送課及

び同課地域放送推進室が、同局放送政策課の協力を得て行うものとする。 
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